
- 1 - 

 

令和２年度中津川市水道事業会計決算の概要と経営分析 

 
◇経営状況 
 水道事業は、地方自治体が経営する企業として、地方公営企業法に基づき、独立採算制を原則に運営されており、受益

者負担が原則となっています。そのため水道事業を経営していく経費は、利用者の皆様からいただいた水道料金でまかな

われています。 

 中津川市水道事業は、行政人口の減少に伴い、給水人口や有収水量が減少し、収益のさらなる増加が期待できない状況

となっています。また老朽化した配水管補修工事の増加が予想されるため、安定した料金収入や有収率の向上が今後の課

題となりました。 

◇決算の概要 
 令和２年度決算では、水道事業収益が 2,154,249 千円（前年度比 3.2％増）、水道事業費用が、2,028,594 千円（前

年度比 1.5％減）となり、純利益は 125,655 千円と前年度に比べ、98,069 千円の増加となりました。 

 「安全でおいしい水を安定的に供給する」ことを目標に、引き続き、老朽化した管路の耐震管への更新等を計画的に進

めてまいります。 

 

●業務実績 

項目 単位 令和２年度 令和元年度 比較増減 

Ａ 行政区域内人口 (人) 76,905 77,865 △960 

Ｂ 計画給水人口 (人) 76,200 76,200 0 

Ｃ 給水区域内人口  (人) 76,690 77,647 △957 

Ｄ 給水人口 (人) 76,107 77,054 △947 

Ｅ 普及率（D／C） (％) 99.2 99.2 0.0 

Ｆ 給水件数 (件) 30,385 30,276 109 

年間配水量 (㎥) 12,297,665 12,030,379 267,286 

 県水受水量 (㎥) 7,388,371 7,349,869 38,502 

 自己水量 (㎥) 4,909,294 4,680,510 228,784 

年間有収水量 (注)1 (㎥) 8,953,017 8,831,194 121,823 

    1 日平均 (㎥) 24,529 24,129 400 

 1 人 1 日平均 (ℓ) 322 313 9 

有収率 (注)2 (％) 72.8 73.4 △0.6 
 

(注)1 年間配水量のうち、料金収入として有益となる水量を表します。  (注)2 年間有収水量／年間配水量 

 

●収益的収支（公営企業の経営活動に伴い発生する全ての収入・支出） 

（単位：千円、税込み） 

●資本的収支（公営企業の活動を行うために必要な施設の整備や拡充などの建設改良費に要する収入・支出） 

（単位：千円、税込み） 

※資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額、過年度分損益勘定留保 
資金、及び繰越工事資金で補てんした。 

 

 
 

項目 令和 2 年度 令和元年度 比較増減 

収益的収入 2,335,172 2,235,639 99,533 

収益的支出 2,143,269 2,171,795 △28,526 

収支差引 191,903 63,844 128,059 

項目 令和２年度 令和元年度 比較増減 

資本的収入 375,625 384,496 △8,871 

資本的支出 1,078,280 967,389 △110,891 

収支差引 △702,655 △582,893 △119,762 



- 2 - 

 

●比較損益計算書 

（単位：千円、税抜き） 

●比較貸借対照表 

 （単位：千円、税抜き）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 
令和 2年度 

決算額（Ａ） 

令和元年度 

決算額（Ｂ） 

比較増減 増減率 

(Ａ)-(Ｂ)＝(Ｃ) (Ｃ)/(Ｂ) ％ 

1 総収益 2,154,249 2,086,754 67,495 3.2 

 （1）営業収益 1,789,004 1,776,070 12,934 △0.７ 

（2）営業外収益 323,149 310,092 13,057 4.2 

（3）特別利益 42,096 592 41,504 7,010.８ 

2 総費用 2,028,594 2,059,168 △30,574 △1.5 

 （1）営業費用 1,977,684 2,002,688 △25,004 △1.2 

（2）営業外費用 50,910 56,480 △5,570 △9.9 

（3）特別損失 0 0 0 - 

損益 125,655 27,586 98,069 355.5 

資産の部 負債及び資本の部 

科目 
令和２年度 

決算額 

令和元年度 

決算額 
比較増減 科目 

令和 2 年度 

決算額 

令和元年度 

決算額 
比較増減 

固定資産 15,624,327 15,577,051 47,276 固定負債 2,839,408 2,965,033 △125,625 

流動資産 1,451,207 1,529,985 △78,778 流動負債 670,943 658,493 12,450 

    繰延収益 5,354,908 5,466,737 △111,829 

    負債合計 8,865,259 9,090,263 △225,004 

    資本金 7,214,623 7,146,776 67,847 

    剰
余
金 

資本剰余金 45,960 45,960 0 

    利益剰余金 949,692 824,037 125,655 

    資本合計 8,210,275 8,016,773 193,502 

合計 17,075,534 17,107,036 △31,502 合計 17,075,534 17,107,036 △31,502 

固定資産

流動資産固定負債
流動負債

繰延収益

資本金

剰余金
貸借対照表
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●費用構成 

（単位：千円、税抜き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科目 令和２年度 令和元年度 比較増減 

職員給与費 58,526 55,274 3,252 

支払利息 45,745 51,706 △5,961 

減価償却費 710,830 706,230 4,600 

動力費 63,474 68,000 △4,526 

通信運搬費 8,204 8,502 △298 

修繕費 64,732 54,555 10,177 

委託料 354,086 370,206 △16,120 

受水費 697,252 699,208 △1,956 

その他の経費 25,745 45,487 △19,742 

合計 2,028,594 2,059,168 △30,574 

職員給与費

支払利息

減価償却費

動力費

通信運搬費

修繕費委託料

受水費

その他の経費費用構成表
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●企業債の状況（借入先別年度末残高） 

     （単位：千円、税抜き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※簡易水道事業を平成 29 年 3 月 31 日に廃止し、水道事業へ平成 29 年度 4 月 1 日より統合したため、平成 29 

年度分から旧簡易水道事業分が含まれます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

借入先区分 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

財政融資資金 611,971 2,889,032 2,844,905 2,784,417 2,728,600 

地方公共団体金融機構 111,915 334,339 306,567 278,174 249,142 

市中銀行等資金 81,493 94,220 60,409 26,232 5,343 

合計 805,379 3,317,591 3,211,881 3,088,823 2,983,085 
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◇経営分析 

●財務分析表 

分析項目 単位 令和 2 年度 全国平均 解説 

自己資本構成比率 ％ 79.44 74.94 
総資本に対する自己資本の占める割合を示す。 

比率が高いほど経営が安定している。 

流動比率 ％ 216.29 427.46 
企業の支払能力を示す。 

比率は 200％以上が望ましい。 

営業収支比率 ％ 90.46 101.58 
業務活動の能率を示す。 

比率は 100％以上が望ましい。 

固定資産構成比率 ％ 91.50 84.61 
事業の財産構成の適正度を示す。 

比率は小さいほど良い。 

総収支比率 ％ 106.19 111.36 
収益と費用の相対的な関連を示す。 

比率は 100％以上が望ましい。 

固定比率 ％ 115.18 112.90 
資本の固定状態から資金的弾力性を示す。 

比率は 100％以上が望ましい。 

負債比率 ％ 122.88 － 
自己資本と負債の限度を示す。 

比率は 100％以下が望ましい。 

料

金

収

入

に

占

め

る

比

率 

企業債償還元金 ％ 15.92 15.94 
料金収入の中で企業債償還額の比率を表したもので

ある。比率は低いほど良好である。 

企業債利息 ％ 2.64 3.60 
料金収入の中で企業債利息の比率を表したものであ

る。比率は低いほど良好である。 

企業債元利償還金 ％ 18.56 － 
料金収入の中で元利償還額の比率を表したものであ

る。比率は低いほど良好である。 

職員給与費 ％ 3.37 8.02 
料金収入の中で職員給与費の比率を表したものであ

る。比率は低いほど良好である。 

●経営分析表 

分析項目 単位 令和 2 年度 全国平均 解説 

負荷率 ％ 88.50 88.06 
施設が年間を通じて有効に使用されているかを示

す。比率は大きいほど良い。 

施設利用率 ％ 72.14 61.66 
施設の利用が有効かつ適切に行われているかを示

す。比率は大きいほど良い。 

最大稼働率 ％ 81.51 70.02 施設の利用及び投資の適正度を示す。 

配水管使用効率 ㎥/m 10.67 13.56 
配水管 1m当たりの有効利用度を示す。 

数値は大きいほど良い。 

固定資産使用効率 ㎥/万円 7.95 7.55 
固定資産 1万円当たりの配水量の使用効率を示す。 

数値は大きいほど良い。 

供給単価 円/㎥ 193.86 193.59 有収水量 1㎥当たりの料金収入を示す。 

給水原価 円/㎥ 195.17 186.90 有収水量 1㎥当たりに要する費用を示す。 

職員一人当たり給水人口 人 12,685 4,584 
職員数が適正であるかどうかを示す。 

数値は大きいほど良い。 

職員一人当たり給水収益 千円 289,278 95,207 
職員一人当たりの売上高を示す。 

数値は大きいほど良い。 

※全国平均は、令和元年度における給水人口が５万人以上 10万人未満で、受水を主たる水源とし、有収水量密度が全国平均未 

満の都市の平均値です。（水道事業経営指標令和元年度より抜粋） 
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◇参 考 

●水道料金比較表（家庭用口径 20mm・１ヶ月当たり 20㎥使用） 

 岐阜県東部広域水道用水供給事業から浄水を受水している全事業体（令和３年 4 月 1 日現在） 

 

事業体名 給水人口 
水道料金（円） 

（税込み） 
比較 料金体系 

中津川市 76,107 3,960 － 口径別 

多治見市 108,874 3,564 396 円安 〃 

瑞浪市 36,217 5,665 1,705 円高 〃 

恵那市 47,790 3,724 236 円安 〃 

土岐市 56,871 5,005 1,045 円高 〃 

美濃加茂市 56,872 3,850 110 円安 〃 

可児市 100,871 4,268 308 円高 〃 

坂祝町 8,124 4,540 580 円高 〃 

富加町 5,668 4,367 407 円高 〃 

御嵩町 17,994 4,752 792 円高 〃 

川辺町 9,992 4,020 60 円高 用途別 

 ※（社）日本水道協会「水道料金表」（令和４年１月１５日発行）及び各市町ＨＰから引用 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


